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1 序 論     
世界のエネルギー 研究開発を取り 巻く環境は大きく 変化してい           

  る 。 特に、 規制緩和によるエネルギ 一市場の競争激化とコストダウ Ⅰ ユ ノ一   
ン 圧力、 途上国の経済成長によるエネルギー 需給の逼迫、 環境問題             

          
  の 深刻 4%. 国際 ィヒ が顕著であ る。     

我が国では、 近年の ェ ネルギ一価格 ( 化石燃半平 蹴る ) 川底下など                                               日本                       
により、 エイルギー問題への 危機意識が薄れはじめており、 潜在 エ               
ネルギーリスクは 高まっていると 考えられ、 国としてのエネルギ 一     

政策の再構築が 求められている。   
2 目 的 

出所 ) 図 1 に同じ 

本研究で は 、 まず一人当たり 一次 ェネ、 ルギ 一世 賭 含量が国ごとに 異 
図 2 OECD 主要 17 カ国の一人当たり GDP と 一人当たりエネルギー 

なる要因を因子分析によって 半拐 Ⅱする。 そしてその背後にはエネル 
による散布図 (1996) 

ギ一 リスクが さ 潜在的に影響を 与えていると 考えられるため、 エネル 
この図を見ると 経済レベルが 初期の頃 は右．肩上がりで、 成熟に 近 

ギ一 リスクを代表する 指標を設定し、 それを要素分解して ェ ネルギ 
づくにつれ右肩下がり、 つまり 逆 U 字型の成長曲線であ ることが 

一 リスクを国別、 および日本の 時系列の変化を 調べ、 エネルギー リ 

確認できる。 ここで注目するのは 各国間でのばらつきであ る」一国 
スク の対処動向を 比 錠 する。 さらに、 日本はエネルギーリスク 川底 

だ け 時系列でプロットする 場合はこれほどのばらつきは 発生しな 
減に 省エネ効果㈲ 多大なる真南もがあ ったが、 それにはエネルギー 研 

い 。 これは国ごとに 異なる特性が 反映されているからであ る。 散布 
究 開発の収益性の 高さが背景にあ ったことを実証する。 

のばらつきを 発生させると 考えられる支配要因を 以下に列挙する   

3  一人当たり一次エネルギ 一の差異の背景 ①エネルギー 輸入依存度 ( エネルギー 輸 広量 ノ - 次エネルギー   

汚染物質排出量は 経済レベルの 上昇に伴って 逆 U 字型の軌道を 供給量 ) 

辿ることが一般的に 言われている。 これは時系列のデータでも 確認 ②石油輸入依存度 ( 石油輸入量 / 石油供給量 ) 

できるが、 多国家間のパネルデータでも、 多様な経 ; 済 状態の集合が ③石油依存度 ( 石油供給量 / 一次エネルギー 供給量 ) 

結果的に経済の 発展段階を表していることになるのでその 形状が ④化石燃料以外 (n エネルギー割合 ( 一次エネルギー 供給量の う 

把握できる。 図 Ⅰは世界 103 カ国の一人当たり GDPP と 一人当たり ち 原子力、 水力、 地熱、 太陽熱、 風力、 再生可能エネルギー 

一次エネルギー 供給量との散布図であ る。 一次エネルギ @ せ % 台量は 0 割合 ) 

化石工ネルギ 一で賄われていることが 多く、 二酸化炭素の 排出し ベ ⑤ガソリン価格 ( 肚 ㎝Ⅱ㎜ 几 ㏄ d ㎡㎝㏄㎞ e の価格 ') 

ルに 近い値を示していると 考えられる。 ⑥家庭用電気料金 

  ①と②はその 国のエネルギー 供給がどれほど 外国に依存してい   
るかを表しており、 この値が高いほどエネルギーリスクが 高く 、 一 

人 当たり ェ ネルギ一ヵ㍉ 氏 、 植をとる国であ るといえる。 ③⑯は 政 
  府の対応 度 、 市場の開放度を 表すプロ キシ として用いる。 ェ ネルギ 

一 リスクが高くても 新 エネルギ一の 開発や、 価格の統制による 需要 

  の 抑制など政府の 対応力Ⅳ可でリスクをコントロールすることがで 
  

              き、 この値が高い 国も - 人当たり ェ ネルギ一ヵ 砥い 国と考えられる   

" " ひ ". 一人当たり一次エネルギーが 国ごとで異なるメカニズムを 解明 
  
                するために、 以上の 6 つの ま措己 要因を変量として 図 2 に見られる 

GDp/pop[l0-3 19g0 ust … gpppsl 

Q 已 CD  主要 17 カ国に対して 因子分析を行 う 。 分析にはそれぞれの 
出所 ) OECD  「 CO,EMISSIONSFROM  Ⅱ 肥 I,CO れ佃 XJS Ⅲ ON 」 

図 1 世界 供給による散布図 103 カ国の一人当たり (1996)  GDP と 一人当たり一次エネルギー ， オて @ ストリア、 カナダ、 デンマーク、 フィンランド、 日本、 ニュージーラ ンド、 アメリカは㎏ 糾硅 U Ⅲ headedd ㎝㏄ 廿 ㏄の価格 
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    -l5@                                         
図 3 因子分析結果 

変量を基準化し、 より明確な解釈が 可能な因子軸を 得るために バ リ 

マックス回転を 施す。 第 Ⅰ因子と第 2 因子によるプロットの 結果を 

図 3 に示す。 

第 1 因子はガソリン 価格と家庭用電気料金力 ; 強く正に働いてお 

り、 政府対応 度 05%5 を表していると 考えられる。 第 2 因子はエ子 

ルギー輸入依存度と 石油輸 沫 依存度の影響が 正に強く、 その国のエ 

ネルギーリスクの 大小を表現しているものと 思われる。 

この結果から、 10 カ 国を 4 つの グ ノトープに分けることができる。 

グル @ プ A は エネルギーリスクが 高く、 そのリスクに 対処するた 

めに政府が強い 影響力を発揮している 国々の集まりであ る。 グノト 

伺える。 エネルギーを 他国に依存している 国ほど、 その国の経済 は 

エネルギー的な 脆さを有している。 よってエネルギーリスクと 輸入 

エネルギー量の 関係を見るために、 先の因子分析でエネルギーリス 

クを表していた 第 2 因子と石油輸入量 GDP 原単位との散布図を 図 

4 に示す。 すると、 第 2 因子と石油輸入量の 間には非常に 高い相関 

関係があ ることが見て 取れ " 、 相関係数は 0.918 とその密接度の 高さ 

が確認できる。 つまりエネルギーリスクとば 経済活動に対する 石油 

輸入量の度合いとも 言い換えることができる。 よってここではエネ 

ルギーリスク 指標として石油輸入量 GDP 原単位 (.0 力 / のを用いる，。 

エネルギーリスク 指標を構成する 要因を明らかにするために、 以 

下 のように分解する。 なお、 添え字の ブ は産業とそれ 以外を表す。 

      (1) 

0 山石油輸入量 [toe] y:GDp[$] 
os: 石油供給量 [toe] E: 一次エネルギー 供給量 [toe] 

この分解法だとエネルギーリスク 指標であ る石油輸入量 GDP 原 

単位が石油輸入依存度と 石油依存度を 要素として分解され、 この 2 

つ ば 先の因子分解の 第 2 因子を説明する 変量であ ったことを考え 

ると、 エネルギーリスクの 指標として石油輸入量 GDP 原単位を用 

いることが妥当であ ることが分かる」 

各要因の変化 ( 他の条件は一定 ) によるエネルギーリスクの 変化 

を分離・計測するため、 (1) 式を次のように 展開する。 

プ B はエネルギーリスク カ沙 、 なからずあ るにもかかわらずあ まり 

政府が対応を 施していないガレーブであ る。 グ ノレープ C はエネル 

ギーリスクが 小さく、 そのため政府も 対抗措置をとっていないバル 

ーブであ る。 グル - プ D はエネルギーリスクが 低いにもかかわら 

ず政府の対応 度 が高いグループであ る。 

    
(2)   

グル - プ A と C に関してはリスクと 政府対応 度 の 自妖 な 房碍 係を 右辺の第 1 項は石油供給量のうち 輸入された石油の 割合、 つまり 

表しているといえる。 しかしなぜガレープ B や D のような国々が 石油輸入依存度の 変化を表す。 第 2 項は一次エネルギー 供給量の う 

出てくるのであ ろうか ? グループ D はイギリスとデンマークであ ち石油で供給された 割合、 つまり石油依存度の 変化を表す，第 3 項 

るが、 イギリスは以前グプレープ A の国々と同様に ェ ネルギ一にあ はエネルギーでⅣ原単位の 変化を産業とそれ 以外で分離計測する。 

まり恵まれない 国であ ったが北海油田の 発掘に伴い一転して 石油 第 4 項は交絶頂であ る。 

輸出国になったという 背景があ る。 つまり、 エネルギー的に 余裕が 

生じるよ う になったとしても、 元来より続いていたエネルギーリス             ㎝ ノ弍 ・ 061 円・ 053*F2( 第 2 因子 )     
    

民意識や生活 習 ，憤は変わりにくいものと 考えられる。                                                                                                                 コ汚一テソ 

    
源 午は徐々にエネルギー に恵まれ、 エネルギー 多 自給率が低下しリスクも 消費型の産業・ 生活を築いてきたが、 高まっている。 近                                 

        しかしリスクの 高まりにもかかわらず 政府 は エネルギー供給を     

できるだけ市場にまかせ、 小さな政府をェイ ルギ 一政策でも 標傍し   

ている。 力 ルフォルニア 州の電力危機はまさにそ う いった， 清勢 の 潜 
第 2 因子 

在 的な問題が現実的に 表面 ィヒ したと言えよう。 また、 一度 多 消費型 図 4 第 2 因子と石油輸入 且 GDP 原単位による 散布図 

の 生活を経験すると 節約型の生活ができな し 、 のも事実であ ろう。 

4  エネルギーリスク 指標と要素分解   一般的に ェ ネルギ一のリスクというた 場合、 エネルギー源の 供給地および 
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ORCD 主要 10 カ国についてこの 分解方法で石油輸入量 GDP 原単 先 のかレフォルニア 州の電力危機はこの 石油輸入依存度の 高まり 

位 の 変ィヒ率今 の各貢献要因を 1971 年から 19 舛 年にかけて計測した 

結果を図 5 に万千 尹 。 変ィヒ 要因の計測結果はすべて 寄与 度 (%) で 表 

に 政府がなんらかの 措置を講じなかった 結果起きた事故といえ よ 

う 。 新たな ェ ネルギ一対策が 今求められている。 

示されていることに 注意されたい。 

結果を見ると、 いくつかのパターンに 分けられることがわかる。 
5  日本の省エネ 効果と省エネ 研究開発の収益性 

  

ても大きい減少率を 示していることが 分かった，しかし 産業消費 エ 
せている。 スウェーデン、 フランス、 スイスは石油依存度変化の 貢 

  

ギ一 GDP 原単位を次のように 分解する。 
ネルギーリスクを 減少させるための 解決策を原子力等の 代替エネ 

ルギーを中心に 見出すという 政府の方針が 明確に見て取れる。   (3) 
日本は産業のエネルギー 消費効率の貢献が 大きかった国であ る。 Ⅱ y,7  Ⅱ i  Ⅱ 

周知のとおり、 日本の産業界は 高い生産性を 武器に競争力を 付けて E  エネルギー消費量 [toe] Ⅹ産出高 [$] vGDp[$] 

きプ しそれが経済的にもエネルギーリスク 的にもよい結果をもたら 添え字の r は産業を意味する。 産業エネルキー 消費量 GDP 原単 

したといえる。 イタリアとドイツは 各要素どれもがバランスよく 貢 位の変化を分離計測するため 以下のように 展開する。 

敵 しており、 トイ ソ は産業以外のエネルギーで DP 原単位の減少の 

貢献が大きいことも 注目に値する。 バーク・アンド・ライド 方式の   

導入など、 民生部門での ェ ネルキ一対策が 功を奏しているものと 思 

われる。 オーストラリア は リスク対策はほとんどしていないことが (4) 

分かる。 アメリカは石油依存度、 産業および産業以外の 消費エネル 
  

右辺第 1 項は産業のエネルギー 投入係数 変ィヒ 、 すなわち省エネル 
キ @GDP 原単位が負に 働いているが、 それ以上に石油輸入依存度 ギ一 効果の変 ヒを 表す。 第 2 項は産業の付加 雌 事変化の効果を 表 

が 高まっているため 全体的にばリスクが 増加してしまっている。 す 。 第 3 項は産業構成比変化の 効果を表す。 第 4 項は交絶頂であ る。 

  1971 年から 19% 年にかけての 日本の産業消費 エ不ルギ ・Ⅰ DP 
  

原単位の変 ィヒ 要因を計測すると 図 6 のようになる。 
  

  1 打 1 年から 1 打 8 年までは省エネ 効果と産業構成比の 変化が大き 

  な 減少要因であ ることがわかる。 この時期は第 1 次石油危機が 起き 

  た 時期であ り、 産業界の省エネ 対策と、 政府主導による 産業構造の 
  重厚長大型産業か。 知識集約型産業へ " 移行 " 軌跡 "" 。 取れ " 。 
  
  

1979 年から 1986 年までは第 2 次石油危機ということもあ り、 この     時期も省エネ 効果が大きかったことがわかる。 しかしバブル 期以降 
OB@5@WiAWffSSW@l@ ．   
@MGopaxio@ @@x ， ? ， b+-s:<t@a*@ iM@MGDPSKU@@@ H@x ， iiJi ， +-3 ， <fc@a@ 

口 ""." @-X-@-  1L.@@-  J3.'?@@@@<t@@ はその効果も 減少し、 弟 年代に入ると 省エネ効果は 無くなり、 ェ 

ネルギー効率が 悪化していることがわかる。   
日本 イク」 @                         アメ lJ カ 

MIS@&1SiXWffSSS ・ W ・ @lS ．             
口 。 "" 

4"""""".,"'""""   口 。 """" ロ """" 。 """"" 四 """""""""" Ⅰ。 "" 串 。             

図 5 OECD 主要 10 カ 国のエネル，ギ 一リスク変化率とその 貢献要 図 6  日本の産業消費 ェ ネル， - 芋 で DP 原単位の変化率とその 文献 

因 (1971 一 1994) 
要因 (1971 一 1994) 
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5.2  エ ネ ;l@ キー 研究開発の収益性 

通常研究開発投資の 収益率といった 場合、 投資額に 娃チる 収益の 

比率のことを ォ旨尹が 、 エネルギー研究開発、 特に省エネルギー 研究 

開発の場合、 その効果は売上高や 生産量の増加といった 直接的な収 

益の増加としては 現れず、 エネルギーコストの 削減といった 生産 コ 

ストの減少効果によって 利益が増加することになるので、 結局コス 

トの減少分が 収益の増加分、 つまりリターンと 考えられる。 

研究開発投資内部収益率は、 その研究開発プロジェクトの 初期費 

用とその投資によって 得られるリターンのそれそれの 現 7 缶価値が 

等しくなるような 割引率であ り、 以下のように 求められる。 

研究開発投資の 期待収益率を「、 研究開発のリードタイムを m 、 

技術の陳腐化率を p とする。 内部収益率の 概念より、 1 単位の研究 

開発投資の商業化開始時， 奴 f=0) での価値が 1 単位の研究開発投資 

によって将来得られる 収益の商業化開始時点での 価値と等しくな 

るとすると、 

荻 (5)   
EC@ ポ 製造業エネルギーコスト 

み 製造業省エネルギー 技術ストック ， 

左辺を一次の 項までテイラー 展開で近似すると、 

(6) 
Ⅰ千川 ァ ニ一葦 ノ接十 p) 

と表せる。 次に る EC Ⅳ タ ℡を求める。 ェ ネルギ一の増減は 生産量   

省エネ技術ストック、 技術ストック ( 省エネ技術を 除く ) 、 および 

タイムトレンドに 依存すると仮定すると、 

EC Ⅴ 二ノ g'r" こダア / (7) 
月 製造業技術ストック 
X 製造業産出 亡 タイムトレンド   

となり、 両辺の対数をとると、 

㎞ EC 竹二市 ノ 十力士 は ㎞ 篆 十月㎞ ア E+Z ㎞ Y (8) 

ここで几の弾性情 タは、 

    
月 二班 穿 E/Ei まア " f 汚 CM  RE (9) 

る 7EE  EC 材 

弾性 値 タを 2 期間で分けて 求めた結果、 87 年以降は以前に 比 ベ 

コストの 削 巌泉 が Ⅱ、 さくなっていることがわかる。 ここで求めた 

ガにぢ C は町を乗じるとを ぢ C, けみ ℡が 求 まるので、 これ 村 9) 式に代 

入して内部収益率 ァを 求める，。 

すると 2 つの期間の平均内部収益率は 次のようになる。 

  

1971 一 1986  3.22[ 湖 

1987 一 1996  1.31[%1 

71 年から㏄ 年 までは H% 高い収益率を 計上し、 省エネルギー 

研究開発が企業にとって 収益向上のための 経済的に有効な 手段で 

あ ったことがわかる。 しかし初年以降は 1.31% と 低く 、 省エネル 

ギ一 研究開発が投資対象にはなりにくいものとなっていったこと 

。     ""   。 W 倒 。 " 。   " 省二 " 。 珊櫛が 進 

み、 省エネ効果が 減少するという 構図が見て取れ、 これは正に図 6 

に示されている 87 年以降の省エネ 効果の減少を 説明している。 

6  結 講 
本 研究では、 国ごとの一人当たりエネルギー 消費の差異にれは 

二酸化炭素の 一人当たり排出量にも 通じるものであ る ) の背景には、 

@W){;@@/@- リスクの存在があ ることを示すと 共に 、 ェ ネル 

ギーリスクの 指標を確立し、 その 値 と変化の要因を 主要先進国間で 

比較分析を行った。 その結果、 ほとんどの国は 原子力 ェ ネルギ一の 

導入や省エネなどを 通じてエネルギーリスクの 低減に努めている 

ことが見て取れた 特に日本の製造業の 省エネ効果は 非常に大きく   

80 年代の半 は まではその 高、 Ⅴ効果をみ 紳 与していたがそれ 以後は低 

迷し、 その背後に @ 又益 率の低下があ ったことが示されね 収益率 

の 低下の原因としては、 エネルギ一価格の 下落によるエネルギーコ 

ストの 肖 ㍾ 成 インセンチ ブ の低下、 省エネ技術シーズの 一巡・枯渇、 

収穫逓減による 収益の減少、 および清朝技術等位の 先端的研究開発 

への資金の移動などが 考えられる。 

石油 7% 幾 後の日本の製造業による 旺 盛なエネルギー 研究開発と 

その 高 収益率の理由として @ 女府の補助による 研究開発リスクの 

低減による効果が 多大なる影響を 及ぼしていたことが 考えられる。 

よって今後は、 エネルギー研究開発の 促進メカニズムと 収益性の支 

配要因を政策の 役割を中心に 解明したい。 
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